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研究成果の概要（和文）：国際共同研究チームによる世帯・村落データにもとづいて，2000 年

代の中国における都市－農村格差を，①中国全体の所得分布における都市－農村格差の比重，

②資産所有における都市－農村格差，③地域経済成長率格差の規定要因，④地域的公共財供給

における農村内・都市－農村格差，⑤社会保障における都市－農村格差，⑥都市－農村の制度

的障壁，労働市場における政治・社会関係資本の役割および幸福感などの視角から多面的に分

析した。 
 
研究成果の概要（英文）：This study, using large household/village survey in China, investigated 
changing features of the urban-rural disparity in China in the 2000s. Issues examined in this study are as 
follows: changes in the national-level income inequality and the contribution of urban-rural income 
disparity to overall inequality; urban-rural disparity in household wealth; Determinants of income 
growth at the village level; regional differences in the local public goods provision in rural areas; 
urban-rural disparity in social security; urban-rural institutional barrier and the differences in the role of 
political/social capital in labor market and in the determinants of subjective well-being. 
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１．研究開始当初の背景 
世界における中国の位置づけはますます

大きくなっている。中国が中長期的に経済成
長を持続しうるか否か，また社会的な安定を
保持しうるか否かは，世界経済・政治に非常
に大きな影響を与える。まして隣国であり，
経済的に強い相互依存関係にある我が国に
及ぼすインパクトの大きさは言うまでもな
い。中国における持続的経済成長と社会的・

政治的安定を考えるうえで，もっとも基本的
な問題の一つが，経済発展の段階的要因と
1950 年代～70 年代の計画経済体制に由来す
る歴史的・制度的要因が組み合わさって形成
された都市－農村間の巨大な経済的・社会的
格差である。2000 年代初めに成立した胡錦濤
－温家宝体制において，「三農（農業・農村・
農民）問題」，「都市と農村の一体的改革」が
繰り返し強調されてきた所以である。 
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２．研究の目的 
本研究の目的は，上記の背景をふまえて，

オリジナルな世帯・村落データにもとづいて，
2000 年代の中国における都市－農村間格差
の諸相を実証的に明らかにすることにある。
具体的には，①中国全体の所得分布における
都市－農村格差の比重、②資産所有における
都市－農村格差、③地域経済成長率格差の規
定要因、④地域的公共財供給における農村
内・都市－農村格差、⑤社会保障における都
市－農村格差、⑥都市－農村の制度的障壁、
労働市場における政治・社会関係資本の役割
および幸福感などの視角からの分析を進め
る。 
 
３．研究の方法 
 本研究は，中国における世帯所得分配を
1980 年代末から継続的に調査・分析している
多国籍プロジェクト China Household Income 
Project（以下，CHIP）および農村－都市労働
移動の中国・インドネシア比較分析を行う国
際研究チーム Rumic に参画し，中国全体につ
いて代表性を持ちうる規模での世帯調査と
村落調査を実施した。これにより，都市（地
元都市戸籍世帯と地元都市戸籍をもたない
農村－都市移住世帯）と農村（農村戸籍世帯，
家計上独立していない農村－都市移住者を
含む）を包括的にカバーするミクロデータの
利用が可能となった（調査項目，サンプリン
グ，調査項目，人口ウェイト，地域価格差の
調整方法など調査設計の技術的詳細は，下記
Li, Sato, and Sicular 2011 を参照されたい）。 
 
４．研究成果 
（１）学術的成果 

本研究の主要な研究成果は，ケンブリッジ
大学出版会から論文集として出版を予定し
ている（Li, Sato, and Sicular forthcoming in 
2013）。この論文集に収録予定の論文は，す
でに CIBC Working Paper Series 2011-10～
2011-21（Western Ontario University, Canada）
として公表されており，以下においては，Li, 
Sato, and Sicular (2011)として適宜引用する。
この他に，下記５に記載した論文を学術誌に
発表した。本研究を通じて得られた主要な学
術的知見は，以下のように整理することがで
きる。 
 
①2000 年代における所得分布と都市－農村
間格差 
 本研究では，もっとも基本的な作業として，
2000 年代における世帯所得分配の推計を行
った。その主要な結果は以下のようにまとめ
ることができる。 

第１に，2000 年代（2002 年－2007 年）を
通じて都市・農村ともに 1 人当たり実質所得
水準の増加が確認された。とくに大部分が非

熟練労働力である農村-都市移住世帯（rural 
migrant）の実質所得上昇率が，大都市地域（直
轄市），東部沿海地域，中部地域，西部内陸
地域のいずれにおいても地元都市戸籍世帯
を上回っていることが注目される。これは年
齢などの個人・家族的要因や都市－農村の制
度的障壁などを勘案して都市へ移動可能な
労働力，あるいは都市近代セクターで需要さ
れる労働力（eligible labor）の流れに構造的変
化が生じ始めていることを示唆している。 
第２に，実質所得水準の向上とともに所得格
差の緩やかな拡大が観察された。2007 年と
2002年の1人当たり所得のローレンツ曲線を
比較すると，すべての所得階級で不平等化が
進んだことが確認できる。第３に，世帯所得
に占める持ち家の帰属家賃収入（ imputed 
rental income）の比重が増加した。それは 2000
年代初めに実行された都市における住宅私
有化改革とその後の住宅価格上昇を反映し
ている。第４に，タイル指数などを用いて世
帯所得格差を都市内不平等，農村内不平等，
都市－農村間格差に分解すると，2002 年から
2007 年にかけて都市－農村間格差の比重が
上昇した（約 30％から約 40％）。その一つの
重要な要因は帰属家賃の増大である（詳細は
後述②参照）。第５に，農村における絶対的
貧困は着実に減少した。ただし中国の公式の
貧困線よりも高い，国際比較可能な貧困線（1
人 1 日 1.25 ドル水準）を用いて推計すると，
2007 年時点で農村人口の 13－14％程度が貧
困層となる。 
 
②資産所有における都市－農村格差 
 「改革・開放」への転換から 30 年を越え，
その間，所得格差の拡大が続いてきた中国で
は，当年所得ベースの格差のみならず所得の
世代間流動性，そして世代間所得流動性の規
定要因である教育・資産格差への関心が高ま
っている。本研究では，世帯調査を活用して，
世帯資産においてもっとも大きな部分を占
める住宅資産に着目した分析を行った。具体
的には，標準的な手法である利回りアプロー
チと市場家賃法を併用した都市・農村におけ
る帰属家賃収入の推計，帰属家賃を組み込ん
だ都市・農村世帯所得の推計，以上２つの推
計作業にもとづく都市内部・農村内部・全国
の所得格差の推計および都市－農村格差の
推計，さらに住宅保有形態と住宅資産価値の
決定要因の分析である（Li, Sato, and Sicular 
forthcoming in 2013, 第 3 章。ワーキングペー
パー版は Sato, Sicular,, and Yue 2011）。この研
究の主な成果は以下のようにまとめられる。 
 第１に，2000 年代初めにおける住宅私有化
改革の結果，持ち家比率は都市部においても
急速に上昇し，2007 年時点には，地元都市戸
籍世帯の持ち家比率は約 90％に達した。他方，
農村－都市移住世帯の持ち家所有は例外的



 

 

である。他方，農村部の住宅は経済改革以前
から基本的に自家所有であるため，中国家計
の住宅資産保有率は全体として，国際的に非
常に高い水準となっている。住宅資産の普及
は，都市内部および都市－農村間における資
産格差の急速な拡大を意味する（下記，表１
参照）。 
 

 2002 年 2007 年 

都市戸籍世帯 

/農村世帯(=1) 
4.5 7.2 

都市戸籍世帯 

/農村-都市移住世

帯(=1) 

6.5 12.5 

農村-都市移住世

帯/農村世帯(=1) 
0.7 0.6 

表１ 都市－農村住宅資産格差の推計 
（借家世帯含む全世帯の 1 人当たり住宅資産
価値の比率。地域人口ウェイト調整済） 
 

第２に，世帯所得に占める帰属家賃収入の
比率が上昇し（全世帯推計で2002年に約8％，
2007 年に約 14％），世帯所得格差の分解分析
の結果は，所得格差全体に対する帰属家賃の
寄与率も増加していることを示している。そ
れはまた，住宅が都市－農村間所得格差の大
きな要因となっていることを意味する。第３
に，住宅保有形態に関する多項ロジット分析
の結果から，住宅私有化＝公有住宅の払い下
げの恩恵をもっとも受けた世帯は，世帯主が
比較的高齢，地元都市戸籍保有，公有セクタ
ー勤務，高学歴という特徴を有していること
が確かめられた。第４に，OLS による住宅資
産の決定要因の分析結果は，計画経済時期か
ら住宅が私有であった農村ではライフサイ
クルと住宅資産に密接な相関があるのにた
いして，住宅私有化が一挙に実施された都市
世帯の場合は，両者に相関が全く認められな
いこと，都市においては世帯主の学歴や職業
（所有制・産業セクター）などが，また農村
においては就業・所得構造とりわけ都市出稼
ぎ所得が住宅資産価値に影響を及ぼしてい
ることなどが明らかとなった。 
家計の住宅資産形成および住宅政策はマ

クロ経済の成長と社会的安定に密接に関わ
る重要な問題であり，本研究に続くプロジェ
クトにおいても，引き続き研究していく予定
である。 
 
③農村地域経済発展の規定要因 
上述の都市－農村格差全体の動向となら

んで，農村内部の地域間格差を分析すること
も重要である。農村地域間の経済成長率，就

業・産業構造，生活水準には大きな格差が存
在するが，それはどのような経済的・非経済
的要因によるのであろうか。この問題を分析
することによって，今後の経済発展なかんづ
く都市化の進展によって農村内部の地域格
差がどのように変動するかを見通すことが
可能になり，それは地域開発政策に有益な示
唆を与えることにもなる。 
中国の地域格差に関する既存研究では，主

として省レベルまたは県レベルを単位とす
る分析が行われてきた。より小さな地域単位
を分析対象とする研究は，研究代表者の過去
の研究も含めて，基本的に，特定地域の事例
研究もしくは複数地域の比較分析に止まっ
ていた。それに対して本研究の成果である佐
藤(2009)および Sato(2010)においては，行政村
調査のデータを活用し，マクロ経済学・国際
経済学における成長回帰の分析枠組みを参
照しつつ，1990 年代から 2000 年代にかけて
の村落経済の成長（1 人当たり実質所得の上
昇）の格差を，地理的・歴史的条件，物的資
本，人的資本，社会関係資本（社会的安定度，
上級政府との人的つながりなど）などの違い
によって説明する計量分析を行った。 

分析の結果，初期時点における物的インフ
ラと教育水準が村落経済の中長期的成長率
に顕著な影響を与えること，村落内の社会的
安定度で測った村落レベルの社会関係資本
もまた地域経済成長に有意な効果をもつこ
とが確認された。この分析結果の政策的含意
は，物的インフラや教育投資のみならず，農
村地域とりわけ低所得地域における政治・社
会的安定をはかることが，地域経済成長と都
市－農村間格差の縮小にとって重要だとい
うことである。 

 
④地域的公共財供給における農村内格差と
都市－農村格差 
 前項の論点をさらに深めるために，2000 年
代における農村公共政策の展開過程を整理
するとともに，村落調査のデータを活用して
1990 年代末から 2000 年代半ばにかけての行
政村レベルの財政構造（行政村は正規の政府
機構ではなく，農民の自治組織という位置づ
けであるがここでは便宜上「村財政」と表現
する）と村による公共サービスの変遷，公共
投資プロジェクトの分布と財源構造の定量
分析を行った（Sato and Ding 2012）。 

主たる研究結果は以下のとおりである。第
１に，農村における公共投資プロジェクトの
地域的カバレッジは，2000 年代後半になって，
顕著に増加した。これは胡－温体制における
農村財政投資重視の方針を反映している。第
２に，2000 年代初めにおける農村税制改革
（「税費改革」）とそれに続く 2000 年代半ば
の農業税廃止は，農村における行財政体制の
再構築－財政･行政権限の県レベルへの集中



 

 

化，中央から県に至る政府間財政移転システ
ムの強化，郷鎮・村財政に対する県による監
督強化，郷鎮・村の合併－を誘発したが，そ
れにも関わらず，行政村は依然として地方的
公共財の重要な供給主体の一角を占めてい
る。第３に，したがって，村レベルの財政能
力の格差が，地域的公共財供給に大きな影響
を与えている。第４に，地方政府（具体的に
は県政府）の利害関心と地元農民のニーズの
双方が，公共投資プロジェクトの立地選択に
影響を及ぼしているが，影響の方向と強さは，
地域によって異なっており，単純ではない。
たとえば農村－都市間労働移動の進展度合
いは，西部内陸地域の村落においては，村財
政からの投資による交通インフラプロジェ
クトを促進する方向に働くが，東部沿海・中
部地域の村落においては逆の方向に働いて
いる。こうした事実発見は，地域的公共財供
給のための政府間財政移転が，末端レベルに
おいてどのような資金の地域的配分に帰結
するかという問題のケーススタディであり，
中国における都市－農村格差と農村公共政
策についてのみならず，より一般的にも政策
的含意を有している。 

 
⑤社会保障における都市－農村格差 
 所得だけでなく公共サービス・社会保障か
ら受ける便益の格差を考慮に入れるならば，
都市－農村格差はさらに大きくなる。という
のも，農村における社会保障政策の実施が政
策課題に上がるようになったのは，ようやく
2000 年代に入ってからに他ならない。公共サ
ービス・社会保障を考慮に入れた格差を考察
するためには，公共サービス・社会保障の便
益を貨幣価値に換算して世帯所得に加える
ことで，当年ベースの所得格差を推計する方
法がまず考えられる。もう１つの方法は，当
年所得ベースではなく，生涯所得ベースで公
共サービス・社会保障の便益を推計すること
である。後者は，長期的性格をもつ年金およ
び医療（とくに年金給付）の所得分配効果を
明らかにする点で重要である。本研究におい
ては，社会保障を加えた都市－農村格差の分
析の第１段階として，世帯調査結果を活用し
て，年金を加えた生涯所得の推計と，生涯所
得ベースでの所得分布の計測，そして年金給
付に対する家計の期待が現在の消費・貯蓄に
与える影響についてシミュレーションを行
った。 
主たる研究成果は He and Sato (forthcoming 

in 2012)，Feng, He, and Sato (2011)にまとめら
れている。第１に，都市・農村世帯の所得構
造における顕著な違いとして，都市の高齢者
世帯において年金が主要な収入源になって
いるのに対し，農村においては，「五保」（人
民公社体制下から存在する，労働能力を失い，
家族・親族もいない老人に対する救済制度）

の対象となっている一部世帯を除いて，農業
収入や移転所得（家族・親族からの仕送り）
が高齢者世帯を支えていること，都市部にお
ける年金制度改革の進展につれて都市高齢
者世帯の年金収入依存度が高まり，都市－農
村所得格差を広げていることが確認された。
第２に，社会保障改革の進展は都市部におけ
る絶対的貧困率を引き下げている。第３に，
年金制度改革（1997 年）を前提に，年金収入
を組み入れた生涯所得ベースの所得分布を
推計した結果，年金の所得格差縮小効果はき
わめて限定的である。2012 年時点において，
農村年金制度はようやく本格的な普及段階
に差し掛かったばかりであり，農村について
年金収入を組み入れた当年所得・生涯所得ベ
ースの所得分布推計および都市－農村格差
の推計を行う作業は，今後の改題として残さ
れている。 
 
⑥都市－農村の制度的格差と政治資本，社会
関係資本および幸福感 

政治資本（政治的地位や権力），社会関係
資本（社会的ネットワーク），幸福感の規定
要因などは，かつてはもっぱら社会学・政治
学の研究対象であったが，近年，経済学の立
場からの理論・実証研究の発展が著しい。本
研究においては，世帯調査を活用して，都市
－農村の制度的格差の根元である戸籍身分
が，農村－都市間労働移動，都市労働市場に
おいてどのような実質的意義をもっている
かについて定量分析を行った。その成果は
Jiang, Lu, and Sato (forthcoming in 2012)，Li, Lu, 
Sato (2009) 陸・張・佐藤(2010)にまとめられ
ている。第１に，都市労働市場における「高
所得」セクター（規制産業，国有企業による
寡占度が高い産業）への参入確率は，高い学
歴・技術を有するだけではなく政治資本（党
員身分など），社会関係資本を保有する者ほ
ど高くなっているが，ただし農村戸籍身分の
政治資本・社会関係資本は効果をもたない。
第２に，農村における社会関係資本は，自然
災害など外的ショックの家計への影響を和
らげるなど，社会保障における都市－農村格
差を一定程度緩和する効果を有している。第
３に，同じく都市世帯であっても，元々地元
都市戸籍である世帯と，農村から都市へ戸籍
身分を転換した世帯とでは所得・消費に対す
る意識構造や幸福感に違いが観察される。こ
れは戸籍身分格差の持続性・複雑性を表して
おり，重要な政策的示唆をもつ。 
 
（２）政策への寄与 
 本 研 究 の 成 果 （ Li, Sato, and Sicular 
forthcoming in 2013）は，世界銀行が中国国務
院発展研究センターとの共同プロジェクト
の成果として 2012 年 2 月に発表した中国経
済の長期予測と政策提言 China 2030: Building 



 

 

a Modern, Harmonious, and Creative 
High-Income SocietyのSupporting Report 4にお
ける所得･資産格差の分析に引用された（同
報告書全文は，世界銀行のウェブサイト
http://www.worldbank.org/en/news/2012/02/27/c
hina-2030-executive-summary 参照）。 
 
（３）一般向けの成果発信 

研究代表者は，研究成果の一般社会向けの
発信および高・大連携への貢献として，最終
年度である平成 23 年度に 4 件の講演・セミ
ナーを実施した。 
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